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2013年
12,730万人

(高齢化率:25.1%)

社人研
(国立社会保障・人口問題研究所)

中位推計

出生率回復（2.07）ケース

2060年 10,545万人
（人口減少率（対2013年比）17.2%）

（高齢化率：33.0%）

4,286万人

（高齢化率：41.3％）

総人口

8,674万人

（人口減少率（対2013年比）31.9%）

（高齢化率：39.9％）

出生率回復（2.07）ケース

2110年 9,661万人
（高齢化率：26.6%）

長期的な人口（総人口）の推移と将来推計

（備考）１．1990年から2013年までの実績は、総務省「国勢調査報告」「人口推計年報」、厚生労働省「人口動態統計」をもとに作成。
２．社人研中位推計は、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成24年１月推計）」をもとに作成。合計特殊出生率は、2014年まで概ね1.39で推移し、その後、

2024年までに1.33に低下し、その後概ね1.35で推移。
３．出生率回復ケースは、2013年の男女年齢別人口を基準人口とし、2030年に合計特殊出生率が2.07まで上昇し、それ以降同水準が維持され、生残率は2013年以降社人研中位推計の

仮定値（2060年までに平均寿命が男性84.19年、女性90.93年に上昇）を基に推計。

１．総人口の将来推計

○ 現状が続けば、2060年には人口が約8,700万人と現在の３分の２の規模まで減少。
○ 2030年までに合計特殊出生率が2.07に回復する場合、50年後に１億人程度、さらにその一世代後に

は微増に転じる。

人口減少が止まる
（2090年代半ば）

3



6,577 

5,683 

3,795 
4,453 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

2013 2030 2060

（万人）

（年）

6,577
6,285

4,792

5,522
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ケース

経済成長・労働参加ケース

出生率回復
ケース

年平均
減少率：▲0.3%
減少数：▲17万人

年平均
減少率：▲0.9%
減少数：▲53万人

年平均
減少率：▲0.4%
減少数：▲25万人

年平均
減少率：▲1.3%
減少数：▲63万人

社人研中位
推計ケース

（備考）総務省「労働力調査」、厚生労働省雇用政策研究会「労働力需給推計」（2014）、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成24年１月推計）」、スウェーデン統計局「労働調査」をもとに作成。
（注）１．労働力人口は、15歳以上の人口のうち、就業者と完全失業者を合わせたもの。

２．現状継続ケースは、2012年の性・年齢階級別の労働力率を固定して推計したもの（厚生労働省雇用政策研究会推計）。
経済成長・労働参加ケースは、女性、高齢者や若年層の労働市場への参加が進むとして推計したもの（厚生労働省雇用政策研究会推計） 。例えば、30～49歳の女性の労働力率は、
2012年71％→2030年85％に上昇し、Ｍ字カーブは解消すると仮定している。

３．社人研中位推計ケースは、国立社会保障・人口問題研究所（社人研）が推計した2060年の性・年齢別人口に労働力率を乗じたもの。
出生率回復ケースは、2030年に合計特殊出生率が2.07まで上昇し、それ以降同水準が維持され、生残率は2013年以降社人研中位推計の仮定値（2060年までに平均寿命が男性84.19年、
女性90.93年に上昇）を基に推計した人口に労働力率を乗じたもの。

４．2060年の労働力人口では、上記「１．」の厚生労働省雇用政策研究会推計に加え、女性・高齢者の労働参加が更に進むとし、30～49歳の女性の労働力率を
スウェーデン並み（2030年85％→2060年90％）、60歳以上の労働力率を５歳ずつ繰り上げて推計している。

労働力人口の推計

◆30～49歳の女性の労働力率を
スウェーデン並み（90％）

◆60歳以上の男女の労働力率を
５歳ずつ繰り上げ

206020302013

２．労働力人口の推計

○ 労働力人口は、 出生率が回復し（2030年に合計特殊出生率が2.07まで上昇）、かつ女性がスウェーデン並みに働
き、高齢者が現在よりも５年長く働いたとしても、 2060年には5,500万人程度まで減少。
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３．未来の労働の姿（その１）

【出典】新井紀子 国立情報学研究所 社会相関研究系教授・社会共有知研究ｾﾝﾀｰ長 御提供資料

「今後、例えば調査、分析といった仕事は、部分的には機械に取って替わられるでしょう。設計や組み立ても、機械による最適化や３Ｄプリ

ンターに部分的に取って替わられます。…（中略）…営業や販売の仕事は機械による情報推薦やパーソナライゼーションということに代替さ

れてくるだろうと思っています。」

「色々な能力を持った人間が正規分布していると仮定すると、知的コンピュータによって、人間が提供していた一部分の能力がある日突然、

取って替わられるということが起こります。…（中略）…今働いていらっしゃる方は、上に行くか下に行くかしかありません。上に行く能力があれ

ば良いのですが、労働移動コストがゼロで労働力の移動ができるのかといった点が大きなポイントになってくると思います。」

「去年、オックスフォード大学が、私の予測と同じく、21世紀の前半にアメリカではホワイトカラーの半分が機械に代替されるだろうとの予測を

出しました。やはり営業職や運輸業などが激しく取って替わられるだろうというものです。一方、教育や人がどうしても介在することが必要なも

のというのは、まだ残るだろうという予測でした。しかし、これは現在の要素技術を基に予測を立てていますので、…（中略）…ＩＴの場合は要

素技術が出てきてから５年後には労働市場に影響がありますので、…（中略）…画像転送技術が非常に発達して、現在のテレビ会議のような

ものではなく、本人があたかもその場にいるような形で会議ができるようになったら、出張が激減すると思います。そうするとビジネスホテルや

新幹線、飛行機などへの影響が突然起こります。そうしたことがITによる影響の大変恐ろしいところだというふうに認識しています。」

【出典】財務省職員ｾﾐﾅｰ（平成26年5月26日）における新井紀子 国立情報学研究所 社会相関研究系教授・社会共有知研究ｾﾝﾀｰ長 講演録より引用。
＊下線は内閣府による。

人間に残されるのは、高度知的労働・肉
体労働・教育を要しない低賃金労働（ｺﾝ
ﾋﾟｭｰﾀの下処理）になる可能性が高い。

○ 人工知能の進歩によって、ホワイトカラーの約半数が21世紀の前半で機械に取って代わられるという
予測がある。

5



コンピューター化の可能性による職業ランキング（可能性の低い職業の上位及び下位）

４．未来の労働の姿（その２）

○ 今後20年で、現在のアメリカの雇用者の47％が就く職業が、コンピューター化により自動化される危
険性が高いとの研究者による報告（Frey and Osborne 2013）がある。

Management, Business, and 
Financial

Computer, Engineering, and 
Science

Education, Legal, 
Community Service, Arts, 
and Media

Healthcare Practitioners and 
Technical

Service

Sales and Related

Office and Administrative 
Support

Construction and Extraction

Transportation and Material 
Moving
Production

Installation, Maintenance, 
and Repair

Farming, Fishing, and Forestry

（資料出所）C . B . Frey & M. A. Osborne (2013) “THE FUTURE OF EMPLOYMENT: HOW SUSCEPTIBLE ARE JOBS TO COMPUTERISATION?”
http://www.oxfordmartin.ox.ac.uk/publications/view/1314 6



順位
数学的リテラシー 読解力 科学的リテラシー

平均得点 平均得点 平均得点
1 上海 613 上海 570 上海 580
2 シンガポール 573 香港 545 香港 555
3 香港 561 シンガポール 542 シンガポール 551
4 台湾 560 日本 538 日本 547
5 韓国 554 韓国 536 フィンランド 545
6 マカオ 538 フィンランド 524 エストニア 541
7 日本 536 アイルランド 523 韓国 538
8 リヒテンシュタイン 535 台湾 523 ベトナム 528
9 スイス 531 カナダ 523 ポーランド 526
10 オランダ 523 ポーランド 518 カナダ 525
11 エストニア 521 エストニア 516 リヒテンシュタイン 525
12 フィンランド 519 リヒテンシュタイン 516 ドイツ 524
13 カナダ 518 ニュージーランド 512 台湾 523
14 ポーランド 518 オーストラリア 512 オランダ 522
15 ベルギー 514 オランダ 511 アイルランド 522
16 ドイツ 511 ベルギー 509 オーストラリア 521
17 ベトナム 506 スイス 509 マカオ 521
18 オーストリア 504 マカオ 509 ニュージーランド 516
19 オーストラリア 501 ベトナム 508 スイス 515
20 アイルランド 501 ドイル 508 スロベニア 514
21 スロベニア 500 フランス 505 イギリス 514
22 デンマーク 500 ノルウェー 504 チェコ 508
23 ニュージーランド 499 イギリス 499 オーストリア 506
24 チェコ 495 アメリカ 498 ベルギー 505
25 フランス 494 デンマーク 496 ラトビア 502

資料出所：文部科学省国立教育政策研究所「OECD 制度の学習到達度調査（PISA) ２０１２年調査国際結果の要約」
注１）PISA調査は、義務教育修了段階の１５歳児が持っている知識や技能を、実生活の様々な場面でどれだけ活用できるかをみるもの
注２）２０１２年調査では、２時間の筆記型調査と約３０分間の生徒質問紙を実施した後、国際オプションである４０分間のコンピュー

タ使用調査も実施した。

○ 日本の生徒の学習到達度は、国際的にみて高い。

５．学習到達度の国際比較
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○ 職業に必要な能力については、様々な見方がある。例えば、中央教育審議会では「社会・職業への
円滑な移行に必要な力」や「学士力」、経済産業省では「社会人基礎力」などを示している。

６．職業に必要な能力

（資料）「今後の学校におけるキャリア教育・職業教育の在り方について」
（平成23年1月31日中央教育審議会答申）

知識・理解
●多文化・異文化に関する知識の理解 ●人類の文化、社
会と自然に関する知識の理解

汎用的技能
●コミュニケーション・スキル ●数量的スキル ●情報リテラ
シー ●論理的思考力 ●問題解決力

態度・志向性
●自己管理力 ●チームワーク、リーダーシップ ●倫理観
●市民としての社会的責任 ●生涯学習力

統合的な学習経験
と創造的思考力

●獲得した知識・技能・態度等を総合的に活用し、自らが立
てた新たな課題にそれらを適用し、その課題を解決する能力

「学士力」（大学が授与する学士が保証する能力の内容に関する参考指針）

（資料）「学士課程教育の構築に向けて」（平成20年12月24日中央教育審議会答申）

「社会的・職業的自立、社会・職業への円滑な移行に必要な力」 「社会人基礎力」（組織や地域社会の中で多様な人々とともに

仕事を行っていく上で必要な基礎的な能力）

（資料）経済産業省「社会人基礎力に関する研究会中間取りまとめ」
（平成18年1月20日) 8



７．企業が求める人材像

○ 企業は、新規採用者選考に当たって、ｺﾐｭﾆｹ ｼーｮﾝ能力や主体性など普遍性のある力を重視している。
○ 中途採用する際は、専門的な技術・知識などの即戦力を重視する企業が多い。

選考にあたって特に重視した点（５つ選択）

（資料）（一社）日本経済団体連合会 新卒採用に関するアンケート調査結果（2014）

（参考）OECDでは、以下の事項を「キー・コンピテンシー」と位置付けている。
・①言語や知識、技術を相互作用的に活用する能力
・②多様な集団における人間関係形成能力
・③自律的に行動する能力
・①～③の核となる考える力

（資料）内閣府「企業の採用のあり方に関する調査」（2006）
（注）１．「中途採用を募集するとき採用に当たりどのような能力を重視しますか

（○は３つまで）と聞いた問に対する回答。
２．回答企業は、全国の従業員規模30人以上の企業898社（無回答・無効

回答を除く）

中途採用者の採用の際に企業が重視するもの（３つまで選択）

3.5%

4.3%

20.0%

26.5%

28.6%

37.6%

50.8%

75.6%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

その他

英語など外国語能力

企画などの提案・

プレゼンテーション能力

部下の統率など

マネージメント能力

ワープロ・表計算などの

パソコン操作能力

接客など顧客対応能力

上司・同僚などとの

コミュニケーション能力

専門的な技術・知識
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○ 今後の大学が果たすべき機能・役割について、「世界的研究・教育拠点」「職業人養成」「総合的教
養教育」などが示されている。大学における職業準備教育についても多様な見方がある。

８．大学の機能・役割

供給者型

専門職モデ
ル

専門的な職業人の養成のための教育。専門職業の倫理に基づき明確にセットされた知識から体系的ｶﾘｷｭﾗﾑ
を作り、厳格な試験を行うことで、職業・卒業資格が付与される。

教養モデル リベラル・アーツ。探究志向と古典志向という異なる流れが存在し、歴史的に相対的な影響力を変えつつ、特に
イギリスの大学で古典志向のリベラル・アーツが独自の展開を見せた。

探究モデル ドイツを起源とする学術的な真理探究。研究者としての医師が真理探究の経験を学生に伝え、学生もまた真理
探究者として思考や論理の枠組みを学び、そのプロセスで道徳性も獲得する。

需要者型 コンピテンス
モデル

汎用的能力や態度育成を通じた大学の職業準備教育。汎用的能力の修得自体が目的であり、学問の修得や
研究への参画は二次的な位置付けとなる。学問の目的と手段の倒錯などの批判も。

大学における職業準備教育の分類例

（資料）小方直幸『大学における職業準備教育の系譜と行方』（岩波書店「ｼﾘー ｽ゙大学５教育する大学－何が求められているのか」2013年、第1節）より、内閣府において作成

大学の機能・役割 「我が国の高等教育の将来像」（平成17年1月28日中央教育審議会答申）より

第２章 ３ 高等教育の多様な機能と個性・特色の明確化

新時代の高等教育は、全体として多様化して学習者の様々な需要に的確に対応するため、大学・短期大学、高等専門学校、専門学校が
各学校種ごとにそれぞれの位置付けや期待される役割・機能を十分に踏まえた教育や研究を展開するとともに、各学校種においては、
個々の学校が個性・特色を一層明確にしていかなければならない。（以下略）

（２）大学の機能別分化

○高等教育機関のうち、大学は、全体として
1.世界的研究・教育拠点 2.高度専門職業人養成 3.幅広い職業人養成 4.総合的教養教育 5.特定の専門的分野（芸術、体育等）の
教育・研究 6.地域の生涯学習機会の拠点 7.社会貢献機能（地域貢献、産学官連携、国際交流等）

等の各種の機能を併有する。各々の大学は、自らの選択に基づき、これらの機能のすべてではなく一部分のみを保有するのが通例であり、
複数の機能を併有する場合も比重の置き方は異なるし、時宜に応じて可変的でもある。その比重の置き方がすなわち各大学の個性・特色
の表れとなる。各大学は、固定的な「種別化」ではなく、保有する幾つかの機能の間の比重の置き方の違い（＝大学の選択に基づく個性・
特色の表れ）に基づいて、緩やかに機能別に分化していくものと考えられる。

○例えば、1．や2．の機能に特化して大学院の博士課程や専門職学位課程に重点を置く大学もあれば、4．の機能に特化してリベラル・アー
ツ・カレッジ型を目指す大学もある。こうした大学全体としての多様性の中で、個々の大学が限られた資源を集中的・効果的に投入すること
により、各大学の個性・特色の明確化が図られるべきである。（以下略）
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○ ドイツでは、即戦力となる熟練労働者を養成することを目的として、職業学校と企業で訓練を行う
デュアル・システムが行われている。

９．ドイツのデュアル・システム

ドイツの若年者（義務教育修了者）対象の初期養成訓練は、「ﾃﾞｭｱﾙ･ｼｽﾃﾑ」と
「全日制職業学校訓練」がある。

義務教育後の進路は、職業教育訓練コースに進む者がﾃﾞｭｱﾙ･ｼｽﾃﾑ約55％、
全日制職業学校約10％であり、残り約35％は普通教育において大学を目指す
コースを選択している。

こうした制度は、中世以来のマイスター（親方）、職人、弟子による技能伝承に起
源を持ち、19 世紀の産業革命、20 世紀の工業化への対応などを経ながら発展し
てきた。

＜ﾃﾞｭｱﾙ･ｼｽﾃﾑ＞
訓練の場が職業学校と企業であり、職業学校では理論を、企業では実践を学ぶ。

職業学校は州の主管、企業での職場実習は連邦政府の主管。
週1～2日（全訓練時間の約3割）は職業学校で職業に係る理論教育、週3～4日

（全訓練時間の約7割）は企業で職場実習を実施。
訓練生は職業学校の生徒であると同時に、企業と職業訓練契約を結び、訓練

生手当が支給されるほか社会保障制度の対象。
主に基幹学校（ﾊｳﾌﾟﾄｼｭｰﾚ）修了者を対象として実施され、幅広い職業に関す

る基礎知識と、特定の職業に必要な専門能力を身に付け、即戦力となる熟練労
働者を養成することを目的。

職業訓練が行われる公認訓練職種は約350職種。訓練期間は2年（販売などの
事務系職種）～3年半（電気・電子及び機械系職種）。訓練修了後に試験が実施
され、合格すると訓練職種に関する公的な職業資格が付与される。

＜全日制職業学校訓練（職業専門学校）＞
ﾃﾞｭｱﾙ･ｼｽﾃﾑに組み込むことが難しい医療福祉関連（介護、育児、看護、助産

婦、医学療法）などの職種を対象として訓練を実施。

（資料）労働政策研究・研修機構「ドイツの公共職業教育訓練―デュアル・システムを
中心に」（海外労働情報2009年6月）より、内閣府において作成。

（資料）文部科学省「平成25年版教育指標の国際比較」
（注）在籍学生生徒数は2010年度の概数

191万人

284万人

81万人
117万人

（両者を合わせた学校種 37万人） 248万人

67
万
人

170万人

0万人

48万人

16万人14万人

2万人

71万人

18万人

13万人

6万人

150万人

ドイツの学校系統図ドイツのデュアル・システムの概要
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○ 家庭の社会経済的背景（ＳＥＳ）が高い児童生徒の方が、各教科の平均正答率が高い傾向がある。

10．家庭と学力の関係

0
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Lowest SES Lower middle SES Upper middle SES Highest SES

小学校

国語Ａ 国語Ｂ 算数Ａ 算数Ｂ

0

10

20
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70

80
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Lowest SES Lower middle SES Upper middle SES Highest SES

中学校

国語Ａ 国語Ｂ 数学Ａ 数学Ｂ

社会経済的背景（ＳＥＳ）別にみた成績

資料出所：文部科学省「平成25年度全国学力・学習状況調査（きめ細かい調査）の結果を活用した学力に与える要因分析に関する調査研究」
１） 家庭の社会経済的背景（ＳＥＳ）：保護者に対する調査結果から、家庭所得、父親学歴、母親学歴の３つの変数を合成した指標。当該指

標を四等分し、Highest SES Upper middle SES    Lower middle SES    Lowest SES に分割して分析している。
２） 調査に当たって、問題冊子は各教科2 冊子作成（Ａ、Ｂ）。各学校は，国語又は算数・数学のいずれか1 教科・1 冊子を1 単位時間（小学

校40 分・中学校45 分）で実施
12



高齢者 620万人

中年者
177万人

その他
パート
432万

人

年長フリーター
等

210万人

フリーター等
348万人

学生 119万人15歳

35歳

45歳 65歳
正規雇用労働者

3302万人

非正規雇用労働者 1906万人

役
員

344
万
人

非労働力人口
【女性】

（専業主婦等）
1374万人

非労働力人
口

【男性】
614万人

非労働力人口
【65歳以上】
2518万人

非労働力人口 4506万人

自
営
業
等
728
万
人

完
全
失
業
者
265
万
人

労働力人口 6577万人

うち在学中
306万人

うち在学中
337万人

55歳

（出典）
総務省「労働力調査」（平成25年）。不本意非正規の割合は同調査より算出。

※「労働力人口」には「地位不詳」（30万人）が含まれる。
※「自営業等」は「自営業主＋家族従業者」。
※「その他パート」は世帯主の配偶者である女性のパート・アルバイト（15～54歳）

雇用者 5553万人

※「不本意非正規」
非正規雇用労働者の
19.2％

11．労働力人口の全体像

○ 15歳以上人口を見ると、経済的安定が望まれる非正規雇用労働者や、今後の労働参画が期待される
専業主婦などが、一定規模で存在する。

（参考）雇用分野における政府の目標値 ※日本再興戦略（平成２５年６月１４日閣議決定）

２０歳～６４歳の就業率 ２０２０年に８０％ （２０１２年 ７５％）
２０歳～３４歳の就業率 ２０２０年に７８％ （２０１２年 ７４％）
２５歳～４４歳の女性就業率 ２０２０年に７３％ （２０１２年 ６８％）
６０歳～６４歳の就業率 ２０２０年に６５％ （２０１２年 ５８％）
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12．年齢階層別・所得階層別の労働者数

○ 各年齢階層・各給与階層ごとの労働者数を見ると、全体的に月所定内給与が２０万円台以下の層
の割合が増加している。

平成15年 平成25年

資料出所：賃金構造基本統計調査
１）データは各年の一般労働者の年齢階級別・所定内給与階級別に、総労働者数に占める各年齢・各所定内給与階層ごとの割合を示したもの

20万円
未満

20万円台

30万円台
40万円以上

20万円
未満

20万円台

30万円台
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13．企業規模別、男女別、雇用形態別の賃金カーブ（月給）

○ 年齢別平均賃金を比較すると、正社員と非正規には差があり、特に、大企業の男性において差が大きい。

（資料出所）平成25年賃金構造基本統計調査
※常用労働者1,000人以上を「大企業」、10～99人を「小企業」に区分している。
※数値は一般労働者（短時間労働者以外の者）のもの。
※「賃金」とは、「きまって支給する現金給与額」のうち、「超過労働給与額」を差し引いた額で、所得税等を控除する前の額をいう。 賞与は含まない。
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14．企業規模別、男女別、年齢階級別の年収分布（正規雇用）

○ 大企業の男性においては、年功的な賃金分布が見られるが、小企業や女性においては、あまり見られない。

資料出所 総務省統計局「平成24年就業構造基本調査」。数値は各年齢階級内における百分率。 16
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33.4%
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資料：総務省統計局「就業構造基本調査」（2012年）

（注）「非正規雇用の労働者」は、パート・アルバイト、派遣、契約社員、嘱託などをいう。

正規雇
用の労
働者

非正規雇用
の労働者

（％）

○ 雇用形態別に男性の有配偶率を比較すると、すべての年齢層において、非正規雇用労働者の有配偶
率が顕著に低くなっている。また、年収別に既婚率を見ると、年収300万円を境に、大きな差が出ている。

年齢別・雇用形態別にみた男性の有配偶率の比較

15．所得や雇用形態が結婚に与える影響

8.7 

25.7 

36.5 
39.2 

29.7 

9.3 

26.5 
29.4  35.3 

37.6 

0

5

10

15

20

25

30

35

40

45

300万円未満 300万円以上

400万円未満

400万円以上

500万円未満

500万円以上

600万円未満

600万円以上

30歳代

20歳代

（％）

年収別にみた、20歳代・30歳代男性の既婚率

資料：内閣府「結婚・家族形成に関する調査報告書」（平成23年）中、
インターネットによるアンケート調査結果（2010年調査）による
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４５～５４歳

５５～６４歳

６５歳～

＜小企業・女性＞

（資料出所）平成25年賃金構造基本統計調査 ※数値は、一般労働者（短時間労働者以外の者）（民営のみ）のもの。
※常用労働者1,000人以上を「大企業」、10～99人を「小企業」に区分している。

16．企業規模別、男女別、年齢階級別の勤続年数

○ 大企業の男性の勤続年数が長いのに対し、女性や、小企業の場合には、40・50代でも、それほど勤
続年数が長くなっておらず、ある程度の労働移動が行われていることがうかがわれる。
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17．非正規雇用から正規雇用への転換の実態
○ ヨーロッパ諸国では、３年間で有期雇用等から無期雇用に転換する割合が６割を超えている国も多

いが、日本では、過去５年間の転職就業者のうち、非正規から正規に転職している者は約24％（女性
は約18％）に止まる。

出典）総務省「就業構造基本調査」（2007、2012）
※括弧内は、非正規からの転職就業者のうち、正規になった者の割合
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資料出所）OECD, Employment Outlook 2006

非正規 5,508.4正規 5,026.5

非正規 6,201.3正規 4,333.7

2,999.5 2,027.0  1,334.2（24.2％） 4,174.2

前職

現職

現職の雇用形態、前職の雇用形態別過去５年間の
転職就業者数（雇用者（役員除く））及び割合

有期雇用・派遣労働から無期雇用への転換の割合

（％）

（千人）過去５年間の転職就業者 10,534.9＜総数＞

非正規 1,713.2正規 3,274.8

非正規 2,151.1正規 2,836.9

2,186.6 1,088.2 650.4（38.0％） 1,062.9

前職

現職

過去５年間の転職就業者 4,988.0＜男性＞

非正規 3,795.2正規 1,751.7

非正規 4,050.2正規 1,496.7

812.9 683.8（18.0％） 3,111.4

前職

現職

過去５年間の転職就業者 5,546.9＜女性＞

938.8
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18．労働時間の推移
○ 年間総実労働時間は減少傾向で推移しているが、これは一般労働者（パートタイム労働者以外の者）についてほぼ

横ばいで推移するなかで、平成8年頃からパートタイム労働者比率が高まったこと等がその要因と考えられる。
○ また、日本は国際的にみて、長時間労働者の割合が高い。

日本 フランス イギリス スウェーデン ドイツ アメリカ

一人当たり平均年間
総実労働時間

1,728時間 1,476時間 1,625時間 1.644時間 1.413時間 1,787時間

長時間労働者の割合
（週49時間以上）

（2012年）

計22.7%
男性31.6%
女性10.6%

計11.6%
男性16.1%
女性6.5%

計12.0%
男性17.3%
女性5.8%

計7.6%
男性10.7%
女性4.2%

計11.2%
男性16.4%
女性5.0%

計16.4%
男性21.8%
女性10.2%

資料出所：「OECD Detabase」、「ILOデータベース」
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資料出所： 厚生労働省「毎月勤労統計調査」 （年度）

所定外労働時間

所定内労働時間

総実労働時間

11.5 11.5 11.8 
12.4 

13.9 

16.9 
17.5 17.9 

19.2 19.6 

21.5 21.4 21.5 
21.9 22.0 

23.4 23.5 23.6 
24.4 

19992008 2010 1999 1984 1990 1999 1990 2000 2016 2015 2012 2024 2033
1996

1972
1992 1996 1997

11761183 1176 1164 1157 1150
1172 1170 1172 1184 1171 1176 1182 1195

1166
1139 1153 1158 1163

6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24
資料出所：厚生労働省「毎月勤労統計調査」 （年度）

就業形態別年間総実労働時間及びパートタイム労働者比率の推移

一般労働者の総実労働時間

パートタイム労働者の総実労働時間

パートタイム労働者比率（単位％）

年間総実労働時間の推移（パートタイム労働者を含む）

労働時間の国際比較
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資料出所：総務省統計局「労働力調査 詳細集計」（２０１３）を素に内閣府で作成
注１） 月労働時間は、月労働時間階級0時間、1~60時間、61~120時間、121~180時間、181~240時間、241時間以上の各階級について、該当する労働者数に応じて線形に分布していると仮定した。
注２） 241時間以上については、241時間～300時間の間に分布していると仮定した。
注３） グラフは上記の家庭に基づき作成した労働時間のデータを、労働時間が短いものから並べて分布図としたもの。
注４） 正規労働者、非正規労働者の別については、各階級ごとの総労働時間を、各階級ごとの正規・非正規比率に基づいて案分したもの。

19．労働時間ごとの労働者分布と、平均労働時間との関係

○ 月160時間を超過している労働者の合計超過労働時間は、月160時間を下回っている労働者が、月
160時間働いた場合に追加可能な労働時間の合計を下回っている。
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一人あたりの

仕事量が多

い方だ

一部の人に

仕事が偏りが

ちと感じる

突発的な業

務が生じやす

いと思う

仕事の手順

などは自分で

工夫しやすい

締切や納期

に追われが

ちだと思う

同僚間のコ

ミュニケー

ションはとり

やすい

職場間での

意思疎通が

弱いと感じる

仕事が終わ

れば周りの人

が残っていて

も退社しやす

い

効率が良い

人に仕事が

集まりがちだ

と思う

上司と部下で

も意見等は

言いやすい

10時間未満 30.2% 33.2% 30.5% 33.4% 23.6% 20.1% 18.5% 18.1% 14.3% 16.2%

12時間未満 49.2% 42.2% 42.1% 32.4% 34.3% 19.2% 21.1% 16.0% 18.9% 14.8%

12時間以上 62.3% 44.9% 46.0% 22.5% 42.8% 19.2% 17.4% 10.9% 19.2% 16.3%

12時間以上不満 68.9% 50.3% 52.7% 19.2% 52.7% 16.2% 19.2% 8.4% 18.6% 10.8%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

80.0%

労働時間別の職場の雰囲気（複数回答）

10時間未満 12時間未満 12時間以上 12時間以上不満

※ＴＯＴＡＬスコア順に降順ソート、上位10項目

※ は10時間未満労働者に対して5％水準で優位に高い は10時間未満労働者に対して5％水準で優位に低い

20．長時間労働の抑制を阻害している要因
○ 労働時間の長い人ほど、職場の雰囲気について「一人あたりの仕事量」「突発的な仕事」「締切に追

われがち」など、業務体制に関する部分に課題を感じている。
○ 特に、1日の労働時間が12時間以上のうち、自身の労働時間に「不満」を感じている人ではその傾

向が強い。

資料出所：内閣府「ワーク・ライフ・バランスに関する意識調査」（2013）
１）「あなたご自身の職場の雰囲気について、あなたはどのように感じていますか。近い項目をすべてお答えください」との問に対する回答
２）「12時間以上不満」は、12時間以上労働者で、現在の労働時間について「やや不満」「不満」と回答した人 22



21．長時間労働の抑制を阻害している要因（上司の意識）

○ 労働時間が長い人は、上司が残業している人に対してポジティブなイメージを持っていると感じてお
り、上司の意識と本人の長時間労働との関連が推察できる。

※ は10時間未満労働者に対して5％水準で優位に高い は10時間未満労働者に対して5％水準で優位に低い

資料出所：内閣府「ワーク・ライフ・バランスに関する意識調査」（2013）
１）「あなたは「残業している人」に対してどのようなイメージを持っていますか。上司の方、部下の方、同僚の方、あなたご自身について、それぞれあてはま

るものをすべてお答えください。同僚の方、上司の方については「おそらくそう思っているだろう」という、あなたご自身の想定をお答えください」との問に
対する回答

38%

30%

7% 7% 6%

37%

24%

11%
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34%

20%
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上司にとって、「残業している人」のイメージ（労働時間別）（複数回答）

10時間未満 12時間未満 12時間以上
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15～24歳 25～34歳 35～44歳 45～54歳 55～64歳 65歳以上

○ 非正規雇用比率は全体として高まっており、特に若年者、高齢者で大きく上昇している。
○ フリーター数は、15～24歳層では近年減少しているが、25～34歳層では増加している。
○ 若年無業者（いわゆるニート）数は高止まりしており、35歳以上の層でも増加している。

22．若年層の就労などの状況

男性

女性

資料出所：総務省「労働力調査（詳細集計）」
（注１）データは役員を除く雇用者のうち、「正規の職員・従業員」以外の者の割合
（注２）15歳～24歳のデータには、在学中の者を含む。

年齢階級別非正規雇用比率の推移

9 9 9 9 9
13 12 16 15 17
12 13

20 17 1811 10
19 17 1810 10

17 21 21
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1995 2000 2005 2010 2012

15～19歳 20～24歳 25～29歳 30～34歳 35～39歳
資料出所：総務省「労働力調査」
（注１）ここでいう「フリーター」とは，男性は卒業者，女性は卒業者で未婚の者とし，①雇用者のう

ち勤め先における呼称が「パート」か「アルバイト」である者，②完全失業者のうち探している
仕事の形態が「パート・アルバイト」の者，③非労働力人口で家事も通学もしていない「その
他」の者のうち，就業内定しておらず，希望する仕事の形態が「パート・アルバイト」の者として
いる。

（注２）ここでいう若年無業者とは，15～34歳の非労働力人口のうち家事も通学もしていない者。
グラフでは参考として35～39歳の数値も記載。

フリーター数の推移

若年無業者（いわゆるニート）数の推移
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●調査対象：平成19年1月9日～15日の期間中に若者自立塾に入塾中の若者および同期間中に地域若者サポートステーションを訪れた若者
●回答者数418（無回答を除く有効回答）

資料出所：ニートの状態にある若年者の実態及び支援策に関する調査研究報告書
（平成19年3月 厚生労働省委託 財団法人社会経済生産性本部）

23．ニート状態にある若者の課題

○ ニート状態にある若者は、人と話したり、計算するなどの基礎的なスキルに苦手意識を有している。

○ 生活行動をみても、面接等の仕事に関する苦手意識が高いほか、「早寝早起きをする」ことを苦手と
する者が半数を超えるなど、生活一般について問題を抱えている。

字を読むのが不得意 19.1%手先が不器用 47.6%
字を書くのが不得意 35.6%人に話すのが不得意 64.4%
計算をするのが不得意 42.8%人の話を聞くのが不得意 34.7%

◆ 基礎的スキルの苦手意識（該当すると回答した割合）

◆ 生活行動の苦手意識（難しい又はやや難しいと回答した割合）

難しい やや難しい 合計 難しい やや難しい 合計

働く意欲を持つ 11.7% 36.6% 48.3% 仕事で失敗を繰り返さない 20.8% 39.0% 59.8%
外出する 2.6% 17.0% 19.6% 上司から信頼される 23.0% 41.1% 64.1%
知らない人に話しかける 24.2% 35.4% 59.6% 同僚とうまくやる 22.2% 36.1% 58.3%

早寝早起きをする 16.5% 35.6% 52.1% 教えてもらわなくても周囲のやり
方を見て仕事を覚える

24.6% 35.6% 60.2%

近所の人にあいさつをする 13.6% 30.4% 44.0% 職場で友達を作る 25.8% 38.8% 64.6%
パソコンや携帯電話でメールする 21.7% 15.3% 37.0% 注意を素直に聞く 8.4% 23.4% 31.8%
履歴書を書く 17.9% 34.7% 52.6% 失敗したら自分から謝る 5.5% 17.7% 23.2%
ハローワークに行く 14.1% 28.9% 43.0% わからないことを質問する 13.2% 31.1% 44.3%
面接の申し込みの電話をする 28.0% 33.5% 61.5% 忙しい時に手伝ってもらう 16.0% 42.3% 58.3%
面接に行く 31.6% 29.2% 60.8% 遅刻せずに通勤する 9.3% 18.9% 28.2%
面接で質問に答える 28.7% 36.1% 64.8% 人から好感をもってもらう 20.1% 37.3% 57.4%
面接にとおる 41.6% 33.5% 75.1% 人のアドバイスを素直に聞く 6.9% 23.2% 30.1%
仕事を覚える 21.1% 36.1% 57.2%

※ 網掛けは合計割合の上位5項目
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○ 非正社員のOff‐JT、計画的OJT、自己啓発は、正社員の半分程度の実施率に留まっている。
○ Off‐JTの実施機関は、正社員は自社以外もあるが、非正社員はほとんどが自社である。

24．労働者の教育訓練の現状（全般）

（資料）いずれも厚生労働省「能力開発基本調査」（各年度）。

（注） 「就業形態別Off‐JT及び計画的OJT実施事業所比率の推移」は、各年度１

年間における実施事業所比率。該当種類の社員（正社員又は非正社員）が
いない事業所は分母から除外。当該調査の対象は常用労働者（嘱託、パー
ト、アルバイトなど直用のみ）。
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（資料）厚生労働省「平成25年度能力開発基本調査」

実施したOff‐JTの教育訓練機関の種類
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25．主要国の女性の労働力率（M字カーブ）

○ 日本では、30代～40代前半に女性の労働力率が低下するM字カーブが残っている。
○ 欧米主要国では、M字カーブは見られない。
○ 日本では諸外国に比べ、女性の管理的職業従事者の比率が低い。
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資料出所：日本：総務省「労働力調査」 各国：OECD Database
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女性の労働力比率の国際比較 女性の管理的職業従事者の比率の国際比較

資料出所：総務省「労働力調査」（2012）
ILO LABORSTA （2012）
欧州：Eurostat Database（2012）

注１）日本は2012年、オーストラリアは2008年、その他は2010年のデータ
注２）総務省「労働力調査」では、「管理的職業従事者」とは、就業者のう

ち、企業の課長相当職以上、管理的公務員等をいう。「管理的職業従
事者」の定義は国によって異なる。

女性の就業者
全就業者

女性の管理的者職業従事者
全管理的職業従事者
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26．女性の継続就業について

○ 約６割の女性が出産・育児により退職している。
○ 妊娠・出産を機に離職した理由を見ると、「両立が難しかったので辞めた」と「解雇・退職勧奨された」

は合わせて約３５％となっている。

5.7 8.1 11.2 14.8 17.1
18.3 16.3 13 11.9 9.7

37.4 37.7 39.3
40.6 43.9

35.5 34.6 32.8 28.5 24.1

3.1 3.4 3.8 4.2 5.2

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

1985‐89 1990‐94 1995‐99 2000‐2004 2005‐2009

第1子出生年別に見た、第1子出産前後の妻の就業変化

就業継続（育休利用） 就業継続（育休なし） 出産退職

妊娠前から無職 その他・不詳

子どもの出生年

資料出所：国立社会保障・人口問題研究所「第１４回出生動向基本調査」
注）（ ）内は出産前有職者を１００として出産後の継続就業者の割合を算出

出産前
有職
70.7

(100%)

出産後
継続就業率

26.8
(38.0%)

家事・育児に専念する

ため自発的にやめた, 
39.0%

結婚、出産、育児を機

に辞めたが、理由は

結婚、出産等に直接

関係ない, 7.2%

夫の勤務地

や夫の転勤

の問題で仕

事を続けるの

が難しかった, 
4.7%

仕事を続けたかった

が、仕事と育児の両

立の難しさでやめた, 
26.1%

解雇された、退職勧奨

された, 9.0%

子を持つ前と仕事の

内容や責任等が変

わってしまい、やりが

いを感じられなくなり

そうだった, 2.6% その他, 9.8%

特にない, 1.5%

両立が難しかった具体的理由

①勤務時間があいそうもなかった 65.4%

②職場に両立を支援する雰囲気がなかった 49.5%

③自分の体力がもたなそうだった 45.7%

④育児休業を取れそうもなかった 25.0%

⑤子供の病気等で度々休まざるを得なかった 22.9%

⑥保育園等に子どもを預けられそうもなかった 20.7%

資料出所：三菱UFJリサーチ＆コンサルティング
「両立支援に係る諸問題に関する総合的調査研究」（２００８）

妊娠・出産前後に退職した理由
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○ 高齢者の就業率は、諸外国と比較して高い水準にある。

27．高齢者の就業率の国際比較

日本 アメリカ イギリス ドイツ フランス イタリア スウェーデン 韓国

就業率
（2011）

男
女
計

55-59歳 75.2 68.1 69.8 73.8 63.9 55.3 82.1 67.4 

60-64歳 57.3 50.8 44.4 44.2 18.8 20.9 63.4 55.1 

65歳以上 19.3 16.7 8.8 4.6 2.0 3.2 11.8 28.9 

男

55-59歳 88.5 72.8 74.0 80.0 67.4 67.4 83.7 81.7 

60-64歳 70.9 54.7 55.1 52.2 20.4 29.5 68.4 69.6 

65歳以上 27.6 21.3 11.9 6.6 2.8 5.6 15.7 39.6 

女

55-59歳 62.1 63.6 65.7 67.8 60.5 43.8 80.4 53.2 

60-64歳 44.2 47.2 34.2 36.3 17.4 12.8 58.5 41.3 

65歳以上 13.1 13.1 6.3 3.1 1.4 1.3 8.0 21.4 

資料出所：OECD Database
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○ 高齢まで働いている理由については、男性では「生活の糧を得るため」が最も多いが、「健康にいい
から」「いきがい、社会参加のため」もほぼ同等である。女性については、「健康にいいから」「いきが
い、社会参加のため」が「生活の糧を得るため」よりも多くなっている。

○ 高齢者の就業継続希望で最も多いのは、「働けるうちはいつまでも」であり、32.4％となっている。

28．高齢者の就業理由・就業継続希望について

56.0 

39.5 

51.7
45.2

52.2 51.6

20.7 17.8

28.9 31.8

3.4 6.40 1.9
0

10

20

30

40

50

60

65～69歳 65～69歳
生活の糧を得るため 健康にいいから いきがい、社会参加のため

頼まれたから 時間に余裕があるから その他

無回答

（％）

男性 女性

資料出所：労働政策研究・研修機構「高年齢者の継続雇用等、就業実態に関
する調査」（平成23年）

注1） 雇用者及び自営業者である者を対象にしたもの
注2） 本調査は、平成23年7月の就業等の状況について調査を行ったもの

7.5%

7.4%

10.1%

9.1%

9.8%

20.1%

10.6%

8.2%

18.0%

12.2%

15.0%

35.0%

34.4%

20.8%

12.1%

10.5%

14.2%

29.1%

20.3%

12.5%

17.2%

8.2%

7.8%

14.8%

8.6%

4.1%

2.8%

7.8%

3.9%

4.3%

3.2%

1.4%

0.5%

0.3%

2.1%

42.1%

39.5%

35.9%

29.9%

24.4%

26.4%

32.4%

17.9%

12.5%

9.6%

6.9%

5.9%

3.5%

9.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

８０歳以上

７５～７９歳

７０～７４歳

６５～６９歳

６０～６４歳

５５～５９歳

総数

６０歳ぐらいまで ６５歳ぐらいまで ７０歳ぐらいまで ７５歳ぐらいまで

７６歳以上 働けるうちはいつまでも わからない

◆ あなたは何歳ごろまで仕事をしたいですかという
問いに対する回答

資料出所：内閣府「高齢者の健康に関する意識調査」(2012)

注）対象は全国の５５歳以上の男女

◆ 高齢まで働いている理由について（複数回答）
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79.96 

84.19 

86.67 

90.93 

50

55

60

65

70

75

80

85

90

95

平均寿命の推移

男 女

２０１２年
６５歳の平均余命
男性：１８．９年
女性：２３．９年

２０６０年
６５歳の平均余命
男性：２２．３年
女性：２７．７年

資料出所：2012年まで 厚生労働省「簡易生命表」（2012）
2012年以降 国立社会保障・人口問題研究所「将来人口の推計」

○ 平均寿命は今後も上昇を続け、2060年には男性で84.19歳、女性で90.93歳になる見込み。
○ 2060年には、65歳時点での平均余命も約3～4年伸びる見込み。

29．平均寿命・平均余命の推移について

1952 2012 2060

31



資料出所：厚生労働省「人口動態調査」
注：死因名等はICD-10の死因年次推移分類による。

○ 平均寿命・健康寿命ともに延びてきている。
○ ６５歳以上の主な死因は「悪性新生物」「心疾患」などの生活習慣病が中心となっている。

30．平均寿命・健康寿命及び65歳以上の死因別死亡率
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悪性新生物 心疾患
脳血管疾患 肺炎
老衰

平均寿命・健康寿命の推移

78.07 78.64 79.19 79.55

69.4 69.47 70.33 70.42

60

65
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80

85

2001 2004 2007 2010

男性平均寿命 男性健康寿命

84.93 85.59 85.99 86.3

72.65 72.69 73.36 73.62

65

70

75

80

85

90

2001 2004 2007 2010

女性平均寿命 女性健康寿命

資料：健康寿命は厚生労働科学研究費補助金「健康寿命における将来予測と生活習慣病対策
の費用対効果に関する研究」
平均寿命の2010年は厚生労働省「完全生命表」、2001年から2007年までは厚生労働省「簡易生
命表」
（注）日常生活に制限のない期間が「健康寿命」、0歳の平均余命が「平均寿命」である。

６５歳以上の死因別死亡率（人口10万対）



14.6%

16.8%

28.7%

34.3%

36.5%

42.7%

29.8%

21.8%

22.3%

22.3%

22.2%

22.1%

19.8%

21.8%

30.4%

31.3%

33.9%

31.9%

31.9%

29.2%

31.5%

28.9%

25.8%

13.9%

10.0%

8.2%

7.3%

14.8%

4.3%

3.9%

1.2%

1.7%

1.3%

1.0%

2.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

80歳以上

75～79歳

70～74歳

65～69歳

60～64歳

55～59歳

総数

良い まあ良い 普通 あまり良くない 良くない

○ 高齢者の健康状態についての意識は、７４歳以下では「良い」又は「まあ良い」が過半数を超えるが、
75歳を超えると4割以下となる。

○ 健康状態が良いほど、生きがいを「十分感じている」又は「多少感じている」と答える割合が高くなる。

31．高齢者の健康状態・生きがいについて

「あなたの現在の健康状態は、いかがで
すか」という問に対する答

「あなたは、どの程度生きがいを感じていますか」
という問に対する答

資料出所：内閣府「高齢者の健康に関する意識調査」（2012年）
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10.7%

16.4%

21.1%

28.9%

45.9%

31.4%

46.8%

56.7%

54.9%

42.4%

33.1%

26.9%

18.8%

13.7%

9.8%

19.0%

7.6%

2.0%

1.4%

1.4%

5.8%

2.2%

1.4%

1.1%

0.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

良くない

あまり良くない

ふつう

まあ良い

良い

十分感じている 多少感じている あまり感じていない

全く感じていない わからない

健
康
状
態

資料出所：内閣府「高齢者の日常生活に関する意識調査」（2009年）
注）対象者は60歳以上の男女



○ 年齢階級別の等価再分配所得のジニ係数を見ると、６０歳以上のジニ係数は、近年低下しているも
のの、他の年齢階層に比べ高い傾向がある。

○ 世帯主が高齢者である世帯は、より若い世帯と比べ、貯蓄残高が大きい傾向がある。
○ 高齢者がいる世帯の貯蓄残高別の分布をみると、貯蓄の少ない世帯もある程度存在する。

32．高齢者世帯の経済状況について
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64歳

65～

69歳

70～

74歳
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以上

（千円）

貯蓄

負債

資料出所：総務省「全国消費実態調査」（2009）
注） データは２人以上世帯のもの

0.0%
2.0%
4.0%
6.0%
8.0%
10.0%
12.0%
14.0%

資料出所：総務省「全国消費実態調査」（2009）
注１） 「全世帯」は、全ての世帯に占める、その貯蓄残高の世帯の割合を示したもの。
注２） 「高齢者がいる世帯」は、65歳以上の高齢者がいる世帯に占める、その貯蓄残高

の世帯の割合を示したもの。
注２） データには貯蓄高不詳の世帯が含まれていないため、合計は100％にならない。
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資料出所：厚生労働省「所得再分配調査」

注１）ジニ係数とは、分布の集中度あるいは不平等度を示す係数で、０に近づくほ
ど平等で、１に近づくほど不平等となる。

注２）「等価再分配所得」とは、当初所得から税金、社会保険料を控除し、社会保
障給付（現物、現金）を加えた世帯の所得を、世帯人員の平方根で除したも
の。

年齢階級別ジニ係数の推移 世帯主の年齢階級別 平均貯蓄・負債残高

貯蓄残高別世帯数割合
全世帯 65歳以上の高齢者がいる世帯
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○ 年齢別・家族類型別に高齢者のコミュニケーションの頻度を見ると、年齢・性別ではあまり違いがない
が、単身世帯では、コミュニケーションの頻度が低い者の割合が大きくなる。

○ 日常生活で頼れる人がいるかについても、単身世帯では「いない」と答えた者の割合が、他の家族類
型と比べ大きくなっている。

33．高齢者のコミュニケーション等について
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帯

本
人
と
子
の
世
帯
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１週間に１回未満・殆ど話をしない

１週間に１回

２日～ ３日に １回

資料出所：高齢者の経済生活に関する意識調査（２０１１）

注）「あなたは、ふだんどの程度、人（同居の家族を含む）と話をしますか。電話や
Ｅメールも含めてお答えください。 」との問に対する回答。上記データ以外は
「毎日」又は「わからない」 である。

単身世帯の場合、「1週
間に1回」、「1週間に1回

未満・ほとんど話をしな
い」が9.7％

高齢者のコミュニケーションの頻度

同
居
の
家
族
・
親
族

別
居
の
家
族
・
親
族

近
所
の
人

友
人

そ
の
他

い
な
い

わ
か
ら
な
い

単身世帯 - 65.5 19.1 20.6 4.5 13.5 1.1

夫婦二人世帯 79.3 45.7 12.4 9.4 0.9 1.7 0.2

本人と親の世帯 77.2 40.9 14.2 11.8 1.6 4.7 -

本人と子の世帯 95.4 23.9 12.2 10 1.1 0.5 0.5

本人と子と孫の世帯 99.2 28.5 9.9 11.6 - - -

その他 94.6 24.4 6.7 9.8 1.0 - -

資料出所：高齢者の経済生活に関する意識調査（２０１１）

注）「あなたは、病気のときや、一人ではできない日常生活に必要な作業（電球の
交換や庭の手入れなど）の手伝いなどについて頼れる人はいますか。あては
まるものをすべてお答えください。」との問に対する回答。

高齢者が日常生活で頼れる人
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1週間に1回未満・ほとんど話をしない

1週間に1回

2日～3日に1回



【参考】人の活躍ワーキング・グループにおける
提出資料（抜粋）



まとめ

女性の就業率と家族支援は、互いに影響しなが
ら出生率に影響を及ぼす。さらなる分析が必
要。

家族支援は出生率の引き上げに効果的だが、
女性の就業率向上の出生率引き下げ効果を回
避するために必要、と解釈すべきかもしれない。

ただし、子供の外部経済効果を考えると、出生
率の回復に直結しなくても、家族支援は重要な
政策。

4月15日第２回人の活躍ＷＧ
小塩委員提出資料より抜粋
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生産年齢人口の減少にどう対処するか？ －老・女・外・若・ロ・新－

１．経済同友会の提言より

２．老：高齢者 「高齢者」

３．女：女性 「女性の活躍」

４．外：①外国人 「外国人や外国企業が日本で活躍」

５．外：②外国 「日本人や日本企業が外国で活躍」

６．若：若者 「若者が活躍」

７．ロ：ロボット 「ロボット・自動化・ＩＣＴ」

８．新：新しさ 「新しいことによる展開」

目次
4月15日第２回人の活躍ＷＧ
菅田委員提出資料より作成
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4月25日第３回人の活躍ＷＧ
工藤委員提出資料より抜粋
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変化のスピードがより早くなり、
人は会社だけでなく職業も

変わるような時代に

国内外で外国人と働く機会が増え
多様なバックグラウンドの人と

恊働する時代に

科学技術の進歩が著しく、
単純労働はテクノロジーによって

代替される時代に

多様な価値観への寛容力
＋英語は必須
・全面９月入学、海外生７０％、奨学生５０％
・国際バカロレア全科目を英語で習得
・９０％の教員は外国人

リスクテイカー/新たなこと
に意欲をもって挑む姿勢
・全寮制の環境下、生徒が寮などを運営
・教員もリスク・テイクを評価される人事制度

イノベーション/
クリエイティビティ
・スタンフォード大学で開発されたチームでのクリエイティビティの訓練
・全寮制の枠組みを活用した「自らイノベーションを起こす」練習
・プロジェクトを活用した実践の場の提供

」」1. 30年後の世界に備えるISAKの取り組み

３０年後の世界特徴① 必要な「３つの力」

３０年後の世界特徴②

３０年後の世界特徴③

4月25日第３回人の活躍ＷＧ
小林委員提出資料より抜粋
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既存の教育のカリキュラムの限界～新たなリーダー教育へ
１．リーダーを育成するカリキュラムは、小中高大どこにも存在しないのと同然。どこで育成されているか？殆どが体

育会・サークル、家庭環境、留学等だ。リーダー育成を教育の中に組み込むことが重要だ。

＜方法論＞

■知識・理論をもとに疑似体験を通しての議論から学ぶ：

実際の経営事例（ケース）を取り上げ、ケースの主人公の立場で打つべき戦略を考察しながら経営者としての

意思決定力を養う。リーダーとしての意思決定力・伝達力を強化させる。

■ワークショップ・読書会形式：

書物や哲学に関する課題を通して少人数でディスカッションを繰り返す。

志士の5カンを強化させる。

人間が付加価値を生み出す分野へ教育シフトを！
２．ロボットやコンピュータが人間の仕事を奪う時代へ突入する。また世界の中での職の奪い合いも進み、若年層の

失業が大問題になっている。人間の付加価値は、創造力・デザイン等の専門性が高い研究、ホスピタリティ、そ

してリーダーシップになっていく。教育は、以下に分化していく。

１）知識語学基礎教育： テクノロジーの進化にともない、今後は正解がある問題や知識・理論の習得は、コンピュ

ーターやMOOCSによって教える時代へ。 ⇒これら教育により得られる知識は、付加価値が減る時代へ

２）専門性が高い教育： 研究開発、医師、法律、デザイン、プログラミング等

３）ホスピタリティ教育： 接客、営業、介護・保育士・看護師等

４）リーダー教育（含む起業家）： 正解が無い中で最善の解を求める方法論や人間関係能力、人間力・哲学を重

視する教育へ。 ⇒正解が無い世界で最善の解を求める分野と、人間のみが価値を生み出す分野の教育価値

が相対的に上がる。

4月25日第３回人の活躍ＷＧ
堀委員提出資料より作成

41



長期的な政策を考える上で
• 雇用政策の上で目指すのは「皆が一律○歳まで働ける社会」ではなく、

「年齢に関係なく働きたい人が働ける社会」であるべき
– その実現手段として「60歳まで」「65歳まで」といった数値目標(?)を課すことは

ある程度機能してきたが、そのアプローチは65歳までが限界ではないか

• 雇用主に継続雇用等を義務付けるような政策については、これまで機能
してきたからこそ、さらなる強化には慎重な検討を
– 本来どこかにゆがみが出るはずで、それがなぜ今まではそれほど大きく出て

こなかったのかを見極めることが常に必要
– 企業に過度の負担を求める政策は長期的には雇用状況を悪化させてしまう

• 健康維持や社会とのつながりを保ちたいなど、お金以外の理由で働きた
い高齢者のためには、ボランティア等、雇用されて働く以外の活動の場を
拡げていくことも有効かもしれない

• 社会保障制度等を考えるときの「前提条件」は雇用政策上の「目標」とは
分けて考えるべき
– この先10年・20年くらいのスパンで過半数が70歳まで働き続けられるような

社会が実現することを期待するのは無理がある

5月27日第４回人の活躍ＷＧ
近藤委員提出資料より抜粋
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年齢によって分断された社会システムから年
齢を超えた柔軟かつ有機的な社会システム
の構築に向けた高齢者の積極的位置づけ

• 若年層から高齢期に向けてある程度の「溜め」を確保できる複線
的生活保障システムの構築

– 非正規/正規間のギャップを埋めて、複線的働き方の
実現を通して、溜めをゼロにしない人生設計を支援す
るしくみ

• 高齢層の規模の拡大と共に、高齢層内の多様性が広まる．

– 身体的老化に伴う、機能代替（支援）の方策：ICTの積
極的活用

– 蓄積された技能・スキル（熟練）という側面の優位性
– 次世代育成への貢献
– 年齢に関わらない自己実現

5月27日第４回人の活躍ＷＧ
白波瀬委員提出資料より抜粋
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STEP3:高齢者への在宅医療・介護・生活の包括支援体制の構築

生活支援
クラウド

要介護高齢者

自立高齢者

オーダー 相談

家族

居住

移動

食

公的サービス

民間サービス

在宅医療

在宅介護

民間企業
専門職団体
NPO
住民活動

シニア有償ボランティ
ア
等

在宅医、病院医
訪問看護師
訪問薬剤師
ケアマネジャー
訪問ヘルパー
介護施設

提供者

社会との繋がり

見守り

相談・情報提供

＝新規性

在宅医療介護
クラウド

アドバイザー

医療介護事業者

コミュニケーター

総務省 平成2５年度「情報連携活用基盤を活用した高齢者在宅医療・生活支援モデルの実証実験」 として富士通株式会社ほか と実証事業を実施

■健康・生活サービス連携モデルの構築

包括的なサービス提供
データベース化
コーディネート

高齢者との
インターフェース

5月27日第４回人の活躍ＷＧ
武藤委員提出資料より抜粋
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7月23日第５回人の活躍ＷＧ
鶴教授提出資料より抜粋
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• 教育課程の枠組み自体は現行で大きな問題はない

• コンピテンシーの視点でコンテンツを再編成する可能性

• 小学校はかなりうまくいっているし、変化しつつある

• 中学・高校はコンテンツ・ベイスからなかなか抜け出せずに
いる・・・大学入試改革の必要性、伝統的な教科観・学力観
へのとらわれ

• 学習と知識に関する理論を教育政策の共通基盤に据える必
要性・・・徐々に進行中？

• 産業・経済のみならず、市民性の育成を通して政治や社会
のあり方の改善にも大きく貢献する可能性

• 伝統的な倫理観や道徳性が社会現実と不適合を起こす可
能性にどう対処するか

まとめに代えて

7月23日第５回人の活躍ＷＧ
奈須教授提出資料より抜粋
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Ⅰ EUの「高付加価値」戦略
○ 2000年リスボン戦略：

「知識基盤型経済の創出」
「質の高いより多くの雇用の創出」
「社会的連帯の維持・強化」

○ 2010年新成長戦略（Europe 2020）:
「知的な経済成長」
「持続可能な経済成長」
「包括的な経済成長」

Ⅱ 「高付加価値」戦略を支える雇用・労働政策
○ 最低賃金制度

・フランス：9.53€／時間、1445.38€／月（2014年1月）
・イギリス：6.50￡／時間（2014年10月～）

Cf. 1993年 最低賃金制度（産業別審議会）の廃止
1998年 全国最低賃金制度と給付つき税額控除

の一体的導入
2013年 「ユニバーサル・クレジット」の導入

・ドイツ ：8.5€／時間（2015年1月～）
← 2014年７月 最低賃金法案可決・成立

○ 差別・不利益取扱いの禁止

・性別、人種・出身民族、宗教・信条、障害、年齢、性的
指向を理由とする「差別禁止」（76/207/EEC, 
2000/43/EC, 2000/78/EC）

・パートタイム労働者、期間の定めのある労働者、派遣
労働者に対する「不利益取扱い禁止」（1997/81/EC, 
1999/70/EC, 2008/104/EC）

「高付加価値」戦略と雇用・労働政策
―EUの雇用戦略からの教訓―

○ 就労促進（Work First / Workfare）←教育訓練、職業紹
介等

・個別の状況に応じたきめの細かい支援・伴走
（personal support service）

・「相互義務」（mutual obligation）の設定
・現場に近いレベルでの／企業横断的な 労使の協力

○ 労働法、社会保障法、税制等を一体化させた総合的
対応
・フランス：給付つき税額控除（PPE）
・イギリス：ユニバーサル・クレジット

⇒社会的公正さ、経済的効率性、財政規律を同時に
総合的に追求

Ⅲ 教訓
○ 「高付加価値」戦略という選択の意味

・グローバル競争環境
・選択の覚悟

○ EUと比較した日本の状況
・企業の現場（労使）との関係
・政策の包括性・総合性

○ 課題
・明確な政策的方向性の提示
・総合的な政策の展開

・労使を含む関係者の積極的取組みを誘導・包摂した
政策の推進

9月3日第６回人の活躍ＷＧ
水町教授提出資料より作成
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熟年賃金が高い
＆

実務能力低い

①熟年層への
退職圧力

若年賃金が安い

低給で養成が可能

①若年未経験者
を登用

日本型雇用の再整理●3つのメリット、3つの問題

○ ×

誰もが階段を登れる ×
休めない

○
②モチベーション維持

③指揮命令が容易

③育児女性が退出

②長時間労働
WLBが犠牲

高給で転職市
場も育たない。

役職定年

係長

課長

部長

給
与

年齢

9月3日第６回人の活躍ＷＧ
海老原代表取締役提出資料より抜粋
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ミドル・シニア問題の重要性 ― 「生涯キャリア」「生涯教育」の視点で

団塊ジュニア世代が40代を迎え、ボリュームゾーンがミドルエイジになってきている。
一方、ミドル層の役職者比率が低下し、仕事の満足度、仕事への意欲が低下してきている。
65才までの雇用確保は実現したが、逆に自律的にキャリア形成に取り組む層は減っている。

○管理職比率は大幅減 ○定年後の準備をする習慣は根づいていない

○次のキャリアの準備をするシニアは減少

2001 2005 2010

老後も働いて収
入が得られるよ
うに職業能力を
高める

14.7 6.9 5.0

出所：内閣府「第7回高齢者の生活と意識に関する国際比較調査」（2010年）

50代
前半
まで

50代
後半

60代に
なって
から

して
いない

現在の働き方について
家族に相談をしはじめ
た

10.4 12.3 22.0 55.3

現在のような働き方が
できる会社を探しはじ
めた

11.1 10.0 26.9 52.1

現在のような働き方を
一緒にできる仲間を
探しはじめた

9.7 3.6 7.8 78.8

現在の働き方に直接
必要な知識や技能を
学びはじめた

34.1 8.3 9.3 48.3

現在の働き方に必要な
資金計画をはじめた

14.6 4.0 3.4 78.0

出所：リクルートワークス研究所「60代の就業に関する調査」（2011年）

「団塊ジュニアがシニアになる前に仕組みをつくるべき」

1992年 2012年

25‐29歳 0.1 0.1

30‐34歳 2.0 1.6

35‐39歳 18.3 11.5

40‐44歳 51.1 30.4

45‐49歳 66.5 44.7

50‐54歳 69.0 52.7

55‐59歳 52.3 42.3
出所：厚生労働省「賃金構造基本統計調査」

9月19日第７回人の活躍ＷＧ
大久保所長提出資料より抜粋
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